
健全化判断比率 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき、平成 20年度

における健全化判断比率について、以下のとおり公表します。 

（単位：％）

実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

杉 並 区 - 1.2 -

早期健全化基準 11.25 25.0 350.0
財政再生基準 20.00 ※ 30.00 35.0

連結実質赤字比率

-

16.25

　※３年間の経過的な基準（市町村は40％→40％→35％）を設ける。  

  

（１）実質赤字比率 

○ 趣旨 実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比

率で、赤字の深刻度を把握する指標です。 

 

○ 算出式 地方税、地方交付税等の一般税源をその支出の主な財源としている一般会計

や一部の特別会計について、歳出に対する歳入の不足額（いわゆる赤字額）を、地方

公共団体の一般財源の標準的な規模を示す標準財政規模の額で除したものです。 

＝ -6.39

実質赤字比率 ＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

-7,899,911

123,613,013
× 100

 

実質赤字額 ＝ － ＋

-7,899,911

標準財政規模 ＝ ＋

123,613,013 115,365,181

臨時財政対策債発行可能額

8,247,832

翌年度繰越財源

265,796

標準的収入

一般会計歳出決算額

151,547,193

歳入決算額

159,712,900

 

 

○ 対象となる会計は一般会計です。平成 20 年度の決算では、一般会計に実質赤字はな

く、従いまして、実質赤字比率はありません。なお、一般会計の実質収支額は 78 億

9,991 万 1 千円の黒字であり、計算上の比率はマイナス 6.39％となります。 



（２） 連結実質赤字比率 

○ 趣旨 連結実質赤字比率は、全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標

準財政規模に対する比率で、地方公共団体全体として見た収支における資金の不足額

の深刻度を把握する指標です。 

 

○ 算出式 地方公共団体の全ての会計の赤字額と黒字額を合算して、当該団体一法人と

しての歳出に対する歳入の資金不足額を、その団体の一般財源の標準的な規模を示す

標準財政規模で除したものです。 

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額

標準財政規模

-10,959,371
× 100 ＝ -8.86

123,613,013  
 

連結実質赤字額は、下表のとおりです。 

単位：千円

歳出決算額 歳入決算額 翌年度繰越額 実質赤字額

① ② ③ （①－②＋③）

一般会計 151,547,193 159,712,900 265,796 -7,899,911

国民健康保険事業会計 47,687,791 49,237,375 0 -1,549,584

介護保険事業会計 27,122,595 27,888,947 0 -766,352

老人保健医療会計 3,827,808 4,242,050 0 -414,242

後期高齢者医療事業会計 8,917,003 9,246,285 0 -329,282

合　　　計 239,102,390 250,327,557 265,796 -10,959,371

会　　　計

 

○ 対象となる会計は、一般会計のほか、国民健康保険事業会計、介護保険事業会計、老

人保健医療会計、後期高齢者医療事業会計の各特別会計です。平成 20 年度の決算では、

各会計とも実質赤字はなく、従いまして、連結実質赤字比率はありません。なお、連

結の実質収支額は109億5,937万1千円の黒字であり、計算上の比率はマイナス8.86％

となります。 

 



（３） 実質公債費比率 

○ 趣旨 一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本と

した額に対する比率です。公債費や公債費に準じた経費は、削減したり先送りしたり

できないものであり、また、こうした経費の増大は短期間で削減できるものではあり

ません。この比率が高まると財政の弾力性が失われ、他の経費を削減しないと、収支

が悪化し赤字団体に転落する可能性が高まります。 

 

○ 算出式 地方公共団体の一般会計等の支出のうち、義務的に支出しなければならない

経費である公債費や公債費に準じた経費（例えば、債務負担行為に基づく支出のうち

公債費に準ずるものや一時借入金の利子など）をその団体の標準的な規模を示す標準

財政規模を基本とした額で除したものの 3ヵ年の平均値です。 

＝
実質公債費比率
　（３か年平均）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－
　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

 

 

各年度の基礎数値は別表のとおりです。 

 



（単位：千円）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
公債費充当一般
財源等額（繰上
償還額及び満期
一括償還地方債
の元金に係る分
を除く）

満期一括償還地
方債の１年当た
りの元金償還金
に相当するもの
（年度割相当
額）等（３①表
「オ」欄の数値
を転記）

公営企業に要す
る経費の財源と
する地方債の償
還の財源に充て
たと認められる
繰入金（３②表
「合計※」欄の
数値を転記）

一部事務組合等
の起こした地方
債に充てたと認
められる補助金
又は負担金

公債費に準ずる
債務負担行為に
係るもの

一時借入金の利
子

災害復旧費等に
係る基準財政需
要額

平成18年度 7,416,017 25,333 368,670 507,407 

平成19年度 6,782,532 21,600 445,183 792,639 

平成20年度 5,200,672 13,567 513,641 801,890 

⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮
標準税収入額等 普通交付税額 臨時財政対策債

発行可能額
事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費

事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費（準元利
償還金に係るも
のに限る。）

災害復旧費等に
係る基準財政需
要額（準元利償
還金に係るもの
に限る。）

密度補正により
基準財政需要額
に算入された元
利償還金

密度補正により
基準財政需要額
に算入された準
元利償還金（地
方債の元利償還
額を基礎として
算入されたもの
に限る。）

平成18年度 111,199,879 9,698,301 

平成19年度 115,033,879 8,805,658 

平成20年度 115,365,181 8,247,832 

⑯ ⑰
地方財政法第５
条の４第１項第
２号の規定に基
づき総務大臣が
定める額（算入
公債費の額）
（特別区のみ記
入）

地方財政法施行
令第12条の規定
に基づき総務大
臣が定める額
（算入準公債費
の額）
（特別区のみ記
入）

平成18年度 4,589,035 平成18年度 3.20559

平成19年度 6,148,475 平成19年度 1.60886

平成20年度 7,780,084 平成20年度 -1.07941

（参考）

ＰＦＩ事業に係る
債務負担行為に係
るもの（省令第７
条第１号）

いわゆる五省協定
等により、利便施
設及び公共施設を
買い取るために
行った債務負担行
為に係るもの（省
令第７条第２号）

国営土地改良事業
並びに独立行政法
人森林総合研究
所、独立行政法人
水資源機構及び独
立行政法人環境再
生保全機構の行う
事業に対する負担
金（省令第７条第
３号）

地方公務員等共済
組合が建設した職
員住宅等の無償譲
渡を受けるために
支払う賃借料（省
令第７条第４号）

社会福祉法人が施
設の建設のために
借り入れた借入金
の償還に対する補
助（省令第７条第
５号）

損失補償又は保証
に係る債務の履行
に要する経費の支
出（省令第７条第
６号）

地方公共団体以外
の者の債務を引き
受けた場合におけ
る当該債務の履行
に要する経費の支
出（省令第７条第
７号）

その他これらに準
ずると認められる
もの（省令第７条
第８号）

利子補給に係るも
の（政令第11条第
４号）

平成18年度 198,047 298,990 10,370 

平成19年度 503,379 278,890 10,370 

平成20年度 503,379 288,141 10,370 

1.2

⑤の内訳

総括表　実質公債費比率の状況 （平成20年度）

実質公債費比率
（単年度）

実質公債費比率
（３カ年平均）

 
 

○ 実質公債費比率は、1.2％となり、早期健全化基準を大幅に下回りました。 



（４） 将来負担比率 

○ 趣旨 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に

対する比率です。前記（１）から（３）の指標は、それぞれ当該年度において解消す

べき赤字の状況や公債費等の負担の状況を示す指標ですが、これだけでは将来の収支

見通しなどの財政情報は十分には分かりません。このため、一般会計等が負担する地

方債残高のみならず、例えば地方公社や損失補償を付した第３セクターの負債を含め

た決算年度末時点における将来負担の程度を把握する指標が必要です。将来負担比率

とは、言い換えれば、一般会計等が背負っている借金が一般会計等の標準的な年間収

入の何年分かを示す指標です。 

 

○ 算出式 地方公共団体の一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な

負債に当たる額（将来負担額）を把握し、この将来負担額から負債の償還に充てるこ

とができる基金等（これを充当可能財源といいます。）を控除した上で、その団体の標

準的な規模を表す標準財政規模を基本とした額で除したものです。 

将来負担比率 ＝
将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る
　　　　　　　　　　基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
 

算出基礎は別表のとおりです。 

将来負担額
（単位：千円）

24,557,036 17,029,889 0 3,493,346 37,565,022

（分母比） 21 15 3 32 （単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 第三セクター等

0 0 0 0 0 0

充当可能財源等
（単位：千円）

うち都市計画税

50,742,354 25,295 0 124,671,356

（分母比） 44 0 108

将来負担額　A 充当可能財源等　Ｂ Ａ　－　Ｂ

82,645,293 71 175,439,005 152 -92,793,712 -80 

標準財政規模　Ｃ 算入公債費等の額　Ｄ Ｃ　－　Ｄ

123,613,013 107 7,780,084 7 115,832,929 100

設立法人の
負債額等
負担見込額

連結実質
赤字額

組合等連結実質
赤字額負担見込額

充当可能基金
充当可能
特定歳入

基準財政需要額
算入見込額

総括表　将来負担比率の状況 （平成20年度）

地方債の現在高
債務負担行為に
基づく支出予定額

公営企業債等
繰入見込額

組合等
負担等見込額

退職手当
負担見込額

―

―

＝ ＝
将来負担比率（％）

－

-80.1

 
○ 一般会計等が負担する将来の負担額よりも、将来負担額に充当可能な財源の額が上回

るため、将来負担比率はありません。なお、計算上の比率はマイナス 80.1％となります。 



財政健全化法の成立 

（１）成立の背景 

○ 悪化する地方財政 

国地方を合わせた長期債務残高は、平成 20 年度末見込みで 778 兆円、地方だけで

も 197 兆円に達する一方、国から地方への財源移譲は、今だ道半ばにあります。 

昨年、北海道夕張市が多額の財政赤字を抱えて財政再建団体に移行したことが大き

な話題となりましたが、夕張市の例を引くまでもなく、多くの自治体が厳しい財政

環境に直面する中で、財政の健全化、財政規律の強化が地方財政の大きな課題とな

っています。 

 

○ これまでの再建制度の課題  

これまでの財政再建制度は、昭和 29 年度の赤字団体を再建するための手続（本再

建）等を中心とした臨時的な特別措置で、それ以後の赤字団体については、本再建の

規定を準用していました（これを、｢準用再建｣といいます。）。しかし、準用再建には、

①実質赤字比率（フロー指標）のみを再建団体の基準に使っているため、ストックに

問題のある団体が対象にならない、②再建団体の基準しかなく、早期に財政悪化を捕

捉し再建を促す仕組みがない、③再建を促進する仕組みが限定的である、といった課

題がありました。 

 

○ 新しい地方財政再生制度研究会報告 

これらの課題を克服し、新しい再生制度を構築するため、「地方分権 21 世紀ビジョ

ン懇談会報告書」や「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」を経て、

「新しい地方財政再生制度研究会報告書」がまとめられました。この報告書は、これ

までの再建制度の課題を指摘したうえで、①自治体が設けている各会計をカバーする

新たなフロー指標や公社や３セク等を含めた自治体の実質的な負債と当該団体の財

政規模等の償還能力を比較するストック指標の新たな整備とその開示の徹底、②これ

らの指標のいずれかが一定水準以上に悪化した場合、早期に自主的な財政の健全化を

義務付ける早期是正スキームの導入、③さらに財政が悪化し、指標が一定水準に達し

て自主的な財政再建が困難な状況に至った場合には、財政再生計画を策定し、国や都

道府県の関与のもとで、確実な財政の再生を図るスキームの導入等を提言しました。 

 

（２）制度の概要 

○ 報告書の提言を踏まえ、昨年 6月、現行の再建法制を半世紀ぶりに抜本的に見直し、

財政指標の整備とその開示の徹底を図るとともに、財政の早期健全化や再生のため

の新たな法制を柱とする財政健全化法が成立しました。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 健全化判断比率の公表 

   地方自治体は、毎年度、①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、

④将来負担比率の４つの比率（これを「健全化判断比率」といいます。また、④将来

負担比率を除いた①から③の 3つの比率を「再生判断比率」といいます。）並びにその

算定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当

該健全化判断比率を議会に報告し、かつ公表しなければならないとされました。 

健全化判断比率の概要については、次のとおりです。 

・ 一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額

・ 実質赤字の額　＝　繰上充用額　＋（支払繰延額＋事業繰越額）

・ 連結実質赤字額：イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額

イ　一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、

　　実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

ロ　公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の不足額の合計額

ハ　一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

ニ　公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

実質赤字比率 ＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額
標準財政規模

健全化判断比率等の概要について

 

　○4つの指標の整備 　○財政健全化計画の策定（議決事項）、 　○財政再生計画の策定（議決事項）、
　　　　①実質赤字比率 　　外部監査の要求の義務付け 　　外部監査の要求の義務付け
　　　　②連結実質赤字比率（新設指標 フロー指標 　
　　　　③実質公債費比率 　○実施状況を毎年度、議会に報告・公表 　○財政再生計画は、総務大臣に協議し、同意を求めることができる
　　　　④将来負担比率（新設指標）・・・・・ストック指標 　　　【同意なし】災害復旧事業を除き、地方債の起債を制限
　○監査委員の審査 　○早期健全化が著しく困難と認められる 　　　【同意あり】収支不足を振り返るため、償還年限が計画期間内
　○議会への報告・公表 　　ときは、総務大臣または知事が勧告 　　　　である地方債（再生振替特例債）の起債可

　○財政運営が計画に適合しないと認められる場合等においては、
　　予算の変更等を勧告

　《現行制度の課題》
◆赤字団体が申出により、財政再建計画を策定（総務大臣の同意が

　●分かりやすい財政情報等の開示が不十分 　　必要）
　●再建団体の基準しかなく、早期是正機能がない 　

　●普通会計を中心にした収支の指標のみで、ストック（負債等）の
　 　財政状況に課題があっても対象にならない 　　　　　　法に基づく財政再建を行わなければ、建設地方債を発行
　●公営企業等にも早期是正の機能がない等の課題 　　　　　　できない

　

　

　○公営企業もこれに準じた再建制度（地方公営企業法）
　　　　
　　　　

地方公共団体の財政の健全化に関する法律について
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◆指標の整備と情報開示の徹底 ◆自主的な改善努力による財政健全化 ◆国等の関与による確実な再生
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財政悪化健全財政

健全段階 財政の早期健全化段階

地方財政再建促進特別措置法

　※赤字比率が５％以上の都道府県、20％以上の市町村は、



・ 準元利償還金：イからホまでの合計額

イ　満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における1年当たり

　　の元金償還相当額

ロ　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への操出金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源

　　に充てたと認められるもの

ハ　組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源

　　に充てたと認められるもの

ニ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

ホ　一時借入金の利子

・ 将来負担額：イからチまでの合計額

イ　一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

ロ　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費等に係るもの）

ハ　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込額

ニ　当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

ホ　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額

ヘ　地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務

　　の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

ト　連結実質赤字額

チ　組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

・ 充当可能基準額：イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金

＝
実質公債費比率
　（３か年平均）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－
　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担比率 ＝
将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る
　　　　　　　　　　基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

 
 

○ 財政の早期健全化 

健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合には、当該健全化判断比率

を公表した年度の末日までに、議会の議決を経て、財政健全化計画を定め、速やかに

公表するとともに、総務大臣又は都道府県知事へ報告しなければなりません。 

早期健全化基準は、財政の早期健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結

実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率のそれぞれについて定められています。 

早期健全化の段階では、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況

において、各自治体が自主的かつ計画的にその財政の健全化を図ることになります。 

 



○ 財政の再生 

再生判断比率のいずれかが財政再生基準以上の場合には、議会の議決を経て、財政

再生計画を定め、速やかに公表するとともに、総務大臣へ報告しなければなりません。 

財政再生基準とは、財政の再生を図るべき基準として、再生判断比率のそれぞれに

ついて早期健全化基準を超えるものとして定められています。 

財政の再生の段階になると、財政再生計画に総務大臣の同意を得ていな場合には、

一定の事業を除き、地方債の起債制限を受けるほか、財政再生団体の財政運営が計画

に適合しないと認められる場合等においては、総務大臣は予算の変更等の措置を勧告

できるなど、国等の関与による確実な再生を担保すべき段階とされています。 

早期健全化基準＝α％ 財政再生基準＝β％

（財政の早期健全化・再生） 再生段階

０％

実質赤字比率
０％

 ①

 ②～④

 ①

 ②～④

（参考）現行再建制度

※現行再建制度においては、再建団体は、実質収支が均衡することが求められる

③将来負担比率

財
政
悪
化早期健全化段階

①実質赤字比率（現行）

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

財政の早期健全化・財政の再生・公営企業の経営健全化のイメージ

早期
健全化
団体

再生団体

早期健全化団体の計画目標
　・①は均衡する（０％）こと
　・②～④はαを下回ること

早期健全化団体の計画目標
　・①は均衡する（０％）こと
　・②～④はαを下回ること

準用再建団体

 
 

○ その他（外部監査、施行期日等） 

    地方公共団体の長は、健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以上とな

った場合等には、計画の策定前に、個別外部監査契約に基づく監査を求めなければな

りません。 

なお、健全化判断比率の公表は平成 19 年度決算から、また、他の義務付け規定に

ついては、地方公共団体の予算編成機会の付与等の観点から平成 20 年度決算に基づ

く措置から適用されることになりました。 

 



健全な財政運営に向けて 

 

○ 財政健全化法のめざすものは、地方公共団体の財政運営の健全化と透明性の向上、更

には、それらを通じた安定した区民福祉の向上に他なりません。 

 

○ 財政健全化法は、財政状況の悪化が進んだ団体に対する早期是正機能を担うものです。

従って、健全化判断比率が早期健全化基準の範囲内にあり、財政状況は健全であると

判定されたとしても安心は禁物です。早期健全化基準は、これ以上悪化すれば不健全

であるという一つの目安にすぎません。早期健全化基準の範囲内にあり、早期健全化

段階に陥らないことはむしろ当然のことと受け止め、自治体独自の高い理想、目標を

掲げ、不断の経営改革に取り組み、財政規律の維持、向上に努力することが大切であ

ると考えます。 

 

○ そのためには、地方分権改革や公会計改革などと一体になって、財政情報の共有化を

図る一方、行財政改革や協働等の一層の推進、更には長期的な経営目標の設定など、

区政の経営能力を向上させていかなければなりません。 

 


